
件 名 及 び 数 量

契約担当官等の氏名

及びに所属する部局

の 名 称 及 び 所 在 地

契 約 締 結 日

契約の相手方の氏名

及び住所

契 約 金 額
(消費税及び地方消費税含む)

予 定 価 格
(消費税及び地方消費税含む)

随意契約によること

とした理由

備 考

別紙のとおり

￥ ３６,１８０,０００

￥ ４０,３３９,１３７

沖縄県那覇市松尾2－5－32－601

基礎地盤コンサルタンツ株式会社 沖縄事務所

分任支出負担行為担当官代理

沖縄総合事務局 那覇港湾・空港整備事務所

副所長 伊集 朝徳

平成２６年８月１５日

随 意 契 約 結 果 書

那覇港（新港ふ頭地区）臨港道路（若狭港町線）土質調
査（その２）

沖縄県那覇市港町２－６－１１



随 意 契 約 理 由 書

１．業 務 名 那覇港（新港ふ頭地区）臨港道路（若狭港町線）土質調査（その２）

２．履行場所 沖縄県那覇市泊地先

３．契約の相手方 名称 基礎地盤コンサルタンツ株式会社沖縄事務所

住所 沖縄県那覇市松尾２－５－３２－６０１

電話 ０９８－８６０－９１１３

４．随意契約適用法令 「会計法第２９条の３第４項」及び「予算決算及び会計令第１０２条の４第３
号」

５．当該業務の目的・内容及び随意契約に付する理由

（１）目的・内容

本業務は、那覇港（新港ふ頭地区）臨港道路（若狭港町線）の設計に必要な資料を得る

ために実施するものである。

（２）理由

契約相手方の選定にあたっては、当該業務の内容が広範かつ高度な知識と豊かな経験

及び実施能力を必要とすることから、簡易公募型プロポーザル方式に準じた方式を採用し

た。

「プロポーザル方式に準じた方式に基づく建設コンサルタント等の特定手続きについて」

(府開管理第 590 号 平成 14 年 8 月 1 日)に基づき、沖縄総合事務局那覇港湾・空港整備

事務所建設コンサルタント選定委員会において審議の結果、基礎地盤コンサルタンツ株式

会社沖縄事務所の提案は、優れた技術者を配置予定としているとともに、実施方針及び特

定テーマに対する技術提案において本調査の内容を十分理解し、求める調査の必要性・重

要性に対し満足する優れた調査を行えることが高く評価され、最適な履行能力を有すると判

断された。

よって、基礎地盤コンサルタンツ株式会社沖縄事務所が本調査を遂行できる唯一の者で

あることから、会計法第 29 条の 3 第 4 項及び予決令第 102 条の 4 第 3 号に基づき随意契

約を行うものである。


